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「配偶者控除」廃止見送り

専業主婦世帯などの税負担を軽減する配偶者控除の廃止が、 また

も見送られた。政府・与党は2017年度税制改正で、配偶者控除につ

いて、控除適用の上限を年収103万円から 150万円程度に拡大する方

針だ。 「廃止」から「拡大」への逆転。女性の働き方にどう影響す

るのか。 【聞き手・中村かさね、写真も】

専
業
主
婦
の
反
対
根
強
く

配偶者控除は専業主婦の「内助の功」への

配慮などから、 1961年に設けられた制度だ。

妻の年収が103万円以下の堀合に、 夫の税負

担が軽減される。 「大黒柱の夫と専業主婦の

妻」という高度経済成長期の家族モデルに合

わせた仕組みだが、 女性が年収103万円を超

えないよう就労を制限する「壁」になってい

ると指摘される。 これまでも存廃をめぐる議

論はたびたび起きていたが、 専業主婦などの

反対が根強く、 立ち消えになってきた。

全
国
女
性
税
理
士
連
盟
（
女
税
連）

は、
配
偶

者控
除
の
廃
止
を
訴
え
続
け

て
き
た。
今
度
こ
そ
は
と
期

待し
た
が、

廃
止
で
な
く、
逆
に
適
用
限
度
額
を
引

き
上
げ
る
方
向
で
議
論

が進
ん
で
い
る

の
は、

悲吊
に
残
念
だ。

政
府・
与
党
は
限

度額
の
引
き
上
げ

に
よ
っ
て、
年
収
1
0
3
万
を
超
え
て

働
く
女
性
が
増
え
る
こ
と
を
見
込
ん
で

い
る
の
だ
ろ
う。
だ
が、
そ
れ
は
小
手

先
の
見
直
し
に
過
ぎ
な
い。
真
の
解
決

か
ら
は
か
え
っ
て
遠
の
く
の
で
は
な
い

か°
育
児
や
介
護
の
社
会
化
が
進
ま
な

い

現状
で、
配
偶

者控
除
は、
外
で
は

低
賃
金
で
働
き、
家
庭
で
は
家
事
や
育

児、
介
護
の
担
い
手
と
し
て
の
位
蹴
に

女
性
を
押
し
込
め
る
よ
う
な
仕
組
み

だ°
政
府
が
進
め
る
「
女
性
の
活
躍」

に
逆
行
す
る
恐
れ
が
あ
る。
引
き
続
き

廃
止
を
求
め
続
け
て
い
く。

女
税
連
が
配
偶
者
控
除
の
廃
止
を
求

め
る
理
由
は
3
点
あ
る。

ま
ず、
憲
法
24
条
が
定
め
る
「
個
人

の
尊
厳
と
両
性
の
本
質
的
平
等」
に
反

す
る
点
だ。
夫
婦
は
ど
ち
ら
か一
方
が

一
方
を
扶
競
す
る
の
で
は
な
く、
対
等

な
関
係
で
あ
る
べ
き
だ。

2
点
日
は、
公
平
性
を
欠
い
た

仕組

み
で
あ
る
点
だ。
配
偶
者
控
除
は
所
得

の
高
い
胴
を
憾
遇
し
た
制
度
で
あ
り、

さ
ら
に
基
礎
控
除
の
重

複と
い
う
問
題

も
生
じ
る。

所
得
税
は
所
得
額
か
ら
控
除
額
を
引

い
た
も
の
に
税
率
を
か
け
て
算
出
す
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る°
税
率
は
高
所
得
者
ほ
ど
高
く
な
る

た
め、
減

税額
も
所
得
が
高
い
ほ
ど
大

き
く
な
る。
ま
た、
す
べ
て
の
納
税
者

か
ら
無
条
件
に
差
し
引
か
れ
る
基
礎
控

除
は、
誰
で
あ
っ
て
も
38
万
円
と
な
っ

て
い
る
が、
妻
の
年
収
が
1
0
3
万
円

以
下
の
塀
合、
夫
婦
2
人
分
の
基
礎
控

除
に
加
え、
配

偶者
控
除
の
三
つ
の
人

的
控
除
が
重
複
し
て
適
用
さ
れ
る。
こ

れ
は
不
公
平
だ。

片
働
き
で
も
共
働
き
で
も、

単身
世

帯
で
も、
家
事
や

育児
は
誰
か
が
や
ら

な
く
て
は
い
け
な
い。
共
働
き
世
帯
が

主
流
と
な
っ
た
今、
片
働
き
世
帯、
そ

れ
も
高
所
得
な
片
働
き
世
帯
を
懐
遇
す

る
よ
う
な
仕
組
み
は
問
題
だ。

3
点
自
は、
配
偶
者
控
除
が
適
用
さ

れ
る
「
年
収
1
0
3
万
円」
が、
女
性

が
就
労
調
整
す
る
際
の
ボ
ー
ダ
ー
ラ
イ

ン
と
な
っ
て
い
る
点
だ。

こ
れ
だ
け
の
人
手
不
足
の
折
に、
女

性
た
ち
が
本
当
は
も
っ
と
働
け
る
の

に、
年
収
が
1
0
3
万
円
を
超
え
な
い

よ
う
労
働
時
間
を
抑
え
る
の
は、
女
性

の
経
済
的
自
立
を
妨
げ
る
だ
け
で
な

く、
社
会
的
に
も
掴
失
だ。

今
回、
配
偶

者控
除
廃
止
に
向
け
た

議
論
の
な
か
で、
共
働
き
に
も
適
用
さ

れ
る
「
夫
婦
控
除」
の

仕組
み
が
検
討

さ
れ
た
が、
賃
成
で
き
な
い。
民
法
が、

夫
婦
そ
れ
ぞ
れ
が
固
有
の
財
産
を
持
つ

「
夫
婦
別
産
制」
を
採
用
し
て
い
る
以

上、
個
人
諌
税
の
原
則
は
崩
す
べ
き
で

は
な
い。

配
偶

者控
除
廃
止
と
と
も
に、
私
た

ち
は
基
礎
控
除
の
増
額
も
要
求
し
て
い

る°

痴行
の
控
除
額
38
万
円
を、
最
低

生
活
扶

助基
準
額
の
1
o
o
方
円
程
度

ま
で
引
き
上
げ
る
べ
き
だ。

個
人
的
に
は
「
移

転的
基
礎
控
除」

が
望
ま
し
い
と
思
っ。
1
人
が
ひ
と
つ

の
基
礎
控
除
を
持
ち、
パ
ー
ト
ナ
ー
の

片
方
が
所
得
が
低
く
て
控
除
し
き
れ
な

い
場
合、

差額
を
も
う一
方
に
移
転
し

て
2
人
分
の
控
除
を
利
用
で
き
る
仕
組

み
だ。
最

終的
に
算
出
さ
れ
た
所
得
税

額
か
ら一
定
額
を
差
し
引
く
税
額
控
除

方
式
に
す
れ
ば●
高
所
得
者
の
優
遇
が

解消
さ
れ、
よ
り
公
平
に
な
る
の
で
は

な
い
か。




